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 資料３ 

国保運営方針に基づく県の取組状況（令和元年度）について 

１ 概 要 

県では、国保制度運営に当たり、県と市町村が共通認識を持って保険者としての事務を実施するための統一的な運   

営方針となる「千葉県国民健康保険運営方針」を平成２９年１２月に策定しており、国民健康保険の安定的な財政運

営及び市町村の事業運営の広域化や効率化を図ることとしている。 

本方針では取組状況等を千葉県国民健康保険運営協議会に毎年報告し、意見をいただきながら、取組の改善を図る 

こととしていることから、令和元年度の県の取組状況について報告するもの。 

 

２ 取組状況 （運営方針 「第３ 今後の取組」のうち県の取組） 

項目 取組状況 

 

３ 保険料の徴収の適正な実施 

ウ 県の取組 

（運営方針Ｐ２１） 

 

〇 県民の保険料納付意識の向上を図るとともに、市町村が行う収納対策を支援するなど

の取組 

・ 平成３０年度県平均収納率 ９１．１１％（速報値） [Ｈ２９：９０．６４％] 

※「千葉県国民健康保険運営方針」において、新たに目標収納率を設定 

令和２年度までの目標数値達成：２７市町村 

・ 徴収指導員による実地指導    ２５市町村 [Ｈ３０：２２市町村] 

・ 技術的助言（ヒアリング指導）    ８市町村 [Ｈ３０：１１市町村] 

・ 収納事務初任者研修              １回（ ６月１７日開催）[Ｈ３０：１回] 

・ 収納実務研修                    １回（１０月１６日開催）[Ｈ３０：１回] 

・ 収納率向上アドバイザー（国保連が設置）による実地指導・助言について、初回の実

地指導を県の実地指導と合同で実施し、その後も徴収指導員が同席した。（２市町村） 

※ 指導は４回に分けて実施 [Ｈ３０：３市町村] 

・ 県民だより１１月号「記事『１１月は「ちば国保月間」です』を掲載 

・ リーフレット「保険料（税）のしくみ」の作成 

※ １１，２２０部を作成し、市町村・職業安定所・県情報コーナーにて配布 

・ ラジオＣＭ（Bayfm78）の放送（１１月に２１回（２０秒／回）） 

➤ 課題と今後の取組 

県平均現年度分収納率は上昇し続けているものの、運営方針に掲げる令和２年度までの目標数値に達していない市町村

もあることから、効果を上げている国保連設置の収納率向上アドバイザー事業や、県の徴収指導員による実践的な収納指

導・助言などを継続して行うとともに、県繰２号分による交付金を使い、インターネットを使用した公金収納支援サービ

スなどの新たな収納に係る取組に対して、支援を行っていく。 

 

 

４ 保険給付の適正な実施 

ウ 県の取組 

（運営方針Ｐ２３） 

 

 

〇 市町村に対して定期的・計画的な指導・助言を行い、レセプト点検や第三者行為求償

事務の取組の充実・強化を支援するなどの取組 

・ レセプト点検や第三者求償事務の取組について、指導・助言を実施 

→ 定期実地指導での実施（１８市町村）[Ｈ３０：１８市町村] 

・ 保険者努力支援事業に係るヒアリング時に、効果的な取組等について指導・助言を

実施（５４市町村） 

・ レセプト点検に係る集団指導を実施 

→ 「令和元年度市町村等国保・保健主管課長会議」にて実施（５月２０日開催） 

・ 県によるレセプト点検に関する取組状況 

「県による国民健康保険の保険給付の点検調査等に係る事務処理の方針」に基づき、
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項目 取組状況 

医療給付専門指導員(２名)と嘱託(１名)により、令和２年１月から、広域的・医療に

関する専門的な見地による給付点検調査を実施 

・ 関東信越厚生局千葉事務所と連携して保険医療機関等の指導を実施 

→ ２，４００件以上の指導の実施予定（うち、新規個別２６０件以上） 

  [Ｈ３０：３，１６０件（２６２件）] 

・ 第三者求償事務に関する取組 

→ 国保連合会の求償事務アドバイザーを講師に招へいし、市町村担当者向け研

修会を開催（１月２８日） 

 → 県内食中毒関連情報を市町村に配信するための体制を構築 

➤ 課題と今後の取組 

令和元年度は、新たに、県で広域的・医療に関する専門的な見地によるレセプト点検や、第三者行為把握のための食中

毒情報の配信などを実施した。引き続き、適正な保険給付が行われるよう、市町村に対して指導・助言を行っていくとと

もに、県の医療給付専門指導員等によるレセプト点検等の取組を通じて、市町村を指導・支援していく。 

 

 

５ 医療費の適正化の取組 

ウ 県の取組 

（運営方針Ｐ２６） 

 

〇 県民に対し、医療機関等の機能に応じた適切な受診や特定健診等の受診促進、後発医

薬品の普及促進等を啓発するための広報等を行うなどの取組 

・ パンフレット「安心で健やかな暮らし 応援します！ 国民健康保険」への掲載 

（適切な受診、特定健診等の受診促進、後発医薬品の普及促進にかかる内容） 

※ １１０部を作成し、県情報コーナーにて配布 

・ 県民だより１１月号への掲載 

（記事『１１月は「ちば国保月間」です』にて、健康診断や保健指導の受診勧奨） 

・ 糖尿病等の重症化予防の取組状況 

→ 糖尿病性腎症重症化予防対策推進検討会（８月1日開催）（第２回２月予定） 

→ 保険者努力支援制度のヒアリングにおいて、市町村に助言・指導、支援を実施 

（２０２０年度評価指標：５３市町村が達成） 

・ ＫＤＢを活用した医療費等の分析（国保ヘルスアップ支援事業） 

→ ＫＤＢデータ等を活用した共通指標による分析を行い、集計結果を市町村へ提

供予定 

・ 定期実地指導の実施   １８市町村 

➤ 課題と今後の取組 

後発医薬品使用割合及び特定健診受診率・特定保健指導実施率を向上させるため、定期指導等で市町村の状況や県に対

する要望を聞き取り、より効果的な内容の広報を行う。医療費等の分析については、市町村の医療費適正化の取組に活用

されるよう、引き続き、ＫＤＢデータ等を活用・集計分析し、市町村へ提供を行う。 

 

 

６ その他の取組 

 

（運営方針Ｐ２７） 

 

〇 市町村が担う事務の効率的な運営の推進などの取組 

・ 市町村事務処理標準システムの導入検討 

→ 県クラウド環境の構築に係る調査（６月実施） 

→ トライアル環境を用いた説明会（７月２４日開催） 

・ 事務の標準化・効率化等について市町村と検討予定 

（国保運営作業部会を３月開催予定） 

➤ 課題と今後の取組 

今後も市町村の抱える事務課題について、国や他県等の情報も把握し、継続的に支援を行う。 

 

 


